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要旨：凍結融解作用により劣化した RC はり部材の，分散鉄筋・分散ひび割れモデルを用いた非線形有限要

素解析による構造性能評価を行い，実験結果との比較を行った。その結果，劣化の程度により解析による再

現性の程度が異なることを明らかにした。具体的には，圧縮領域に著しい凍害劣化を受け，せん断剛性が低

下している RC はりや，引張領域に凍害劣化を受け，鉄筋とコンクリートとの付着特性が低下している RC は

りでは，実験結果と解析結果に差異が生じるが，せん断剛性や付着特性の低下が軽微な RC はりでは，降伏

に至るまでの剛性や破壊形式，最大荷重の評価が可能であることが明らかとなった。 
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1. はじめに 

著者らは，凍結融解作用を受けた鉄筋コンクリート部

材の構造性能の予測手法の開発を最終的な目的として，

現在精力的に検討を進めている。参考文献 1)では，凍害

劣化域の大きさと位置をパラメータとした RC はり部材

の静的載荷試験を実施し，凍害の劣化域が部材の圧縮側

あるいは引張側のどちら側に存在するか，また，その大

きさによっては最大荷重や変形性能，破壊形式に大きな

影響を及ぼすことを実験的に明らかにしている。 

本論文では，材料劣化が生じたコンクリート構造物の

構造性能評価方法として，既往の研究 2) ，3)で多く用いら

れている非線形有限要素解析に着目し，凍結融解作用を

受けた鉄筋コンクリート部材の構造性能評価の適用性や

適用限界などを明らかにすることを目的として，上記の

実験供試体を対象に汎用の非線形有限要素解析による構

造性能の評価を試みた結果について報告する。 

 

2. 解析対象とした実験供試体の概要 

本研究では，参考文献 1)で検討を行った実験供試体を

解析対象とした。図-1に供試体の形状寸法および配筋状

況を示す。供試体は，断面寸法（はり幅×はり高）が 200

×200mm，スパン長が 1200mm であり，主鉄筋に D13 を

2 本配置した曲げ破壊型の RC はり部材である。凍害劣

化を与える領域を，圧縮側と引張側の 2 つに区分化し，

はり高200mmに対して圧縮縁または引張縁から50，100，

150mm の 3 水準の劣化深さを設定した。表-1 に供試体

の実験変数と実験結果を示す。供試体名称のCは圧縮側，

T は引張側の劣化を意味する。なお，凍結融解を与えて

いない基準供試体を供試体 N と呼ぶ。また，本実験の支

点条件は，写真-1に示すように両端がピンであり，載荷

はスパン中央部への 1 点集中荷重により行っている。  
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図-1 供試体の形状寸法および配筋状況 

 
(a) (b) (c) (d)

名称 劣化面 劣化深 P y P u P y P u c/a d/b

(mm) (kN) (kN) (kN) (kN)

N - - 43.7 68.9 43.6 48.8 100% 71%

C5 圧縮側 50 44.4 68.1 41.9 44.3 94% 65%

C10 圧縮側 100 43.0 46.4 40.3 41.6 94% 90%

C15 圧縮側 150 - 32.6 36.6 38.3 - 117%

T10 引張側 100 49.7 68.9 43.2 48.0 87% 70%

T15 引張側 150 41.3 43.0 42.0 44.2 102% 103%

　※P yは降伏荷重，P uは最大荷重

供試体概要 解析実験 荷重比

表-1 供試体名称，実験・解析結果等一覧 

 

写真-1 載荷試験状況 
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3. 有限要素解析の概要 

3.1 解析モデル 

本解析では，汎用 2 次元非線形有限要素解析プログラ

ム WCOMD を適用した。図-2 には有限要素モデル（要

素分割図）を示している。凍結融解作用により供試体内

の強度は一様には変化しない。それゆえ，圧縮強度のば

らつきを考慮するために，はりの全スパンをモデル化し

た。適用した有限要素タイプは 9 つのガウス積分点を有

する 8 節点アイソパラメトリック平面応力要素であり，

載荷荷重はスパン中央部を鉛直方向に強制変位（1 ステ

ップあたり 0.1mm 刻み）させる漸増載荷とした。境界条

件は，載荷点および支点部に対しては応力集中による局

所的な要素の破壊を回避するために，実験時と同様に載

荷板および支持板をモデル化して要素中心部節点の鉛直

方向変位成分を拘束した。 

3.2 ひび割れと鉄筋のモデル化 

コンクリートおよび鉄筋は，分散ひび割れおよび分散

鉄筋モデルに基づく鉄筋コンクリート(RC)要素によって

モデル化した。したがって，鉄筋は各 RC 要素の要素断

面積に対する鉄筋比として与えることになる。本解析対

象ではせん断補強筋が配置されていないため，各要素の

鉛直方向に対する鉄筋比はいずれも零である。モデル上，

鉄筋の有無の違いは，鉄筋との付着によってひび割れの

分散が期待できる領域（RC ゾーン：図-2の水色の領域）

と，ひび割れの分散が期待できない領域（無筋ゾーン：

図-2の灰色の領域）として区分される。本解析では，主

鉄筋に対する RC ゾーンは，はり高方向に引張縁からか

ぶりの 2 倍に相当する 100mm と設定し，奥行き方向は

はりの全幅である 200mm とした。ここで，ひび割れモ

デルには，分散ひび割れモデルに属する 4 方向のひび割

れを考慮可能な多方向非直交固定ひび割れモデル 4)を採

用している。 

3.3 材料構成モデル 

鉄筋コンクリートの材料構成則には，岡村・前川らに

よって開発された載荷経路依存性を考慮した非線形構成

則が導入されており，コンクリートと鉄筋間の付着作用

に伴う Tension Stiffening 効果やひび割れ面におけるせん

断伝達モデル，ひび割れ直交方向における圧縮剛性低下

の影響が考慮されている 5)。本解析プログラムでは

Tension Stiffening 効果を考慮するために付着パラメータ

C を与える必要があるが，本解析では全ての RC 要素に

おいて鉄筋が配置されている方向に対してはデフォルト

値である C=0.4 と設定した。なお，RC 要素の鉄筋が配

置されていない方向および圧縮領域の無筋コンクリート

要素に対しては，プログラム内部で自動計算される破壊

エネルギーGF（式(1)）を算定し，この破壊エネルギーと

要素寸法に対応した付着パラメータを設定した。

 

  313/1
max '10 cF fdG   (1) 

ここに，dmax：粗骨材の最大寸法（今回は 20mm）， ƒ´c：

圧縮強度である。 

せん断伝達係数は，普通コンクリートに適用されるデ

フォルト値の 1.0 を与えている。載荷板および支持板に

関しては，実験時に塑性化を伴うような変形が確認され

ていないことから，いずれも弾性体要素を用いてモデル

化を行った。 

3.4 コンクリートおよび鉄筋の材料物性値 

解析に用いるコンクリートの圧縮強度などの材料物

性値については，各供試体において凍害劣化域の大きさ

と位置が異なり，また，供試体の各位置でも材料物性値

のばらつきが生じているため，数値解析上もこれらを適

切に考慮する必要がある。そこで，本解析では，コンク

リートの圧縮強度を低下させることで材料物性値の空間

的なばらつきを考慮する方法 6)を採用することとした。

本研究における具体的な方法は，図-3に示す位置におい

図-3 超音波伝播速度の測定位置 

 

図-4 超音波伝播速度と圧縮強度の関係 
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図-5 圧縮強度分布の一例（供試体 T10 の場合） 

 

図-2 有限要素モデル（要素分割図） 
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て劣化させた供試体の超音波伝播速度の測定を行い，RC

はりと同じコンクリートで別途作製した円柱供試体を用

いて予め求めておいた超音波伝播速度と圧縮強度の関係

（図-4）から供試体各位置の圧縮強度を推定し，各位置

の圧縮強度から要素毎に圧縮強度を設定するというもの

である。図-5に設定した圧縮強度分布の一例を示す。な

お，本研究では，コンクリートの引張強度と圧縮ピーク

ひずみは，普通コンクリートに対する関係式（式(2)，(3)）

を用いて，圧縮強度からプログラム中で自動的に設定さ

れる方法によった。すなわち，凍害劣化を受けた場合の

コンクリートの圧縮強度と引張強度と圧縮ピークひずみ

の関係が，劣化を受けない場合と同じであるかどうかの

議論は別報に譲ることとし，ここでは，汎用の解析プロ

グラムの適用性に関する検討を主目的とし，劣化を受け

ていない場合の力学特性間の関係式を用いることとした。 

32
'23.0 ct ff   (2) 

621
10'140  cpeak f  (3) 

ここに， ƒt：引張強度，εpeak：圧縮ピークひずみ，ƒ´c：

圧縮強度である。 

劣化させていない供試体 Nの圧縮強度は打設後 4 週目

のコンクリートの圧縮強度 ƒ´c =30.4N/mm2とした。また，

コンクリートの引張強度に関しては乾燥収縮等による初

期応力の影響によって土木学会式で算定される引張強度

よりも小さい可能性があるため 4)，土木学会コンクリー

ト標準示方書 7) に基づいて圧縮強度により推定した引張

強度を 30%低減した値を用いた。 

鉄筋の降伏強度 fyは，ミルシートを参考にして 361 

N/mm2を用いた。また，鉄筋の弾性係数 Esには一般的な

値である 2.0×105 N/mm2を用いた。 

3.5 解析ケース 

供試体 N を除くすべての供試体に対し，二つの解析ケ

ースを用意した（表-2）。一つは，図-5に示したごとく，

超音波伝播速度に基づき，要素ごとに圧縮強度を設定し

たケース（CASE 1）であり，もう一つは，図-5に示す I

から IV の各層で，部材軸方向の圧縮強度を平均した値

を設定したケース（CASE 2）である。例えば，供試体

T10 の場合，上面から 1 層目の圧縮強度は 30.2N/mm2，2

層目は 24.5N/mm2，3 層目は 17.5N/mm2，4 層目は

18.9N/mm2となる。これは，図-5に示すように要素毎に

強度のばらつきを与えた場合，強度の小さい要素が周囲

の要素に比べて早期に圧縮軟化し，ひずみの増加が局所

化することで，早期に荷重低下が起こり，部材の最大荷

重などが過小評価される可能性があるからである。しか

し，実際の破壊現象は局所的に起こるのではなく，ある

程度の広がりを持った領域で起こる。そこで，本検討で

は，要素の強度のばらつきが解析結果に与える影響につ

いて検討するため，上述の二つのケースを用意した。 

 

4. 解析結果および考察 

4.1 圧縮強度の与え方の影響について 

圧縮強度の与え方の影響を調べるために，各供試体で

二つの解析ケースを設定し，その結果を比較したが，概

ね同じ傾向にあった。そこで，ここでは供試体 C10 に限

定して考察する。 

図-6 には供試体 C10 の荷重－変位関係を各ケースで

比較して示している。コンクリートの圧縮強度を平均化

した CASE 2 と超音波伝播速度測定結果から要素毎の圧

縮強度にばらつきを付与した CASE 1 との荷重－変位関

係を比較すると，CASE 2 の方が，最大荷重やその時点

の変位が大きくなっており，実験値に近づく傾向となっ

ている。これは，載荷点近傍の要素が軟化域に達すると

荷重が低下するが，圧縮強度を平均化したことによって

軟化域に達する要素の圧縮強度が幾分大きくなったため

と考えられる。しかし，その差は大きくはない。それゆ

え，以降の考察では，圧縮強度を平均化した CASE 2 を

用いて実験結果との比較を行う。 

4.2 凍害を受けた RC はり部材の実験と解析との比較 

本節では実験結果と解析結果で一致する部分と一致

しない部分などの事実関係を整理することを目的として，

図-6 供試体 C10 に関する荷重－変位関係の比較 

 

表-2 解析ケース 

CASE 1 
超音波伝搬速度測定結果に基づき要素毎に強度

のばらつきを持たせたケース 

CASE 2 各層で部材軸方向の強度を平均化したケース 
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図-8 各供試体の荷重-変位関係に関する実験結果と解析結果の比較 

 

破壊形式，変形性能，耐荷性能，鉄筋ひずみのひずみ分

布の 4 つの項目について，両者の比較を行った。  

（1） 破壊形式 

破壊形式に関しては，図-7に示すように，解析結果で

は全ての供試体において載荷点近傍の要素が圧縮破壊す

ることにより荷重が低下して終局に至った。実験での破

壊形式と比較すると，供試体 N，C5，T10 では実験の破

壊形式と概ね一致したが，供試体 C10，C15 の実験の破

壊形式は，写真-2に示すように，劣化域の腹部コンクリ

ートが圧壊した「斜め圧縮破壊」，供試体 T15 は載荷点

と支点を結ぶようなせん断ひび割れが大きく開口して，

破壊に至った「斜め引張破壊」であり，解析結果におけ

る破壊形式とは異なる結果であった。 

（2） 変形性能 

図-8に示すように，部材降伏点に至るまでの剛性は供

試体 N，T10 では解析結果が実験結果と概ね一致してい

る。供試体 C5 の実験結果は載荷開始直後に凍害劣化特

有の下に凸な曲線 8)を呈し，解析結果はひび割れ発生前

までは傾きが大きいため，両者に乖離があるように見え

る。しかし，ひび割れ発生後の解析結果の勾配は載荷開

始直後を除いた実験結果の勾配よりも僅かに大きい程度

である。一方，供試体 C10，C15，T15 に関しては，解析

結果の傾きが実験結果よりも明らかに大きくなっている。

また，圧縮側を劣化させたシリーズである供試体 C5，

C10，C15 の剛性差に着目すると，凍害深さが大きくな

るほど両者の剛性差が大きくなることが分かる。 

次に，部材降伏点以降の挙動に着目すると，実験結果

では「降伏棚あり」の供試体 N，C5，T10 と「降伏棚な

し」の供試体 C10，C15，T15 に大別することができる。

一方，解析結果では，降伏棚の有無という観点では供試

体 N，T10 に関しては実験結果と解析結果は一致してい

るが，その他の供試体に関しては一致しておらず，この

傾向は前述した部材降伏点までの剛性と同様である。 

また，供試体 N，T10 の降伏棚の長さ自体も実験結果よ

りも解析結果の方が大幅に短くなっていることが分かる。 

さらに，最大荷重時の変位に着目すると，前述の剛性

や降伏棚の長さなどの違いに起因して，全ての供試体に

おいて解析結果が実験結果より大幅に小さくなっている。 

（3） 耐荷性能 

図-8に示すように，供試体 N の荷重－変位関係につい

て実験と解析を比較すると，実験結果の部材降伏点以降

の荷重が解析結果と比較して大きくなっている。これは，

先に述べたように実験では両支点にピン支承を用いてお

り（写真-1 参照），鉛直変位が大きい領域において，横

方向に拘束力が発生し，見かけ上，剛性が増加したもの

と考えられる。以降の実験と解析との比較にあたっては，

T15 

C10           C15 

写真-2 供試体 C10，C15，T15 の終局時の状況 
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実験と解析との荷重比で比較を行うこととする。 

先ずは，降伏荷重に着目して比較を行う。なお，実験

結果の降伏荷重はスパン中央の鉄筋のひずみゲージが

1800μに達した時点の荷重とし，解析結果の降伏荷重は，

図-9の黒枠で示すように，スパン中央の引張縁から 2 つ

目の要素の最下段のガウス積分点まで降伏に至った時点

の荷重とした。表-1に示すとおり，劣化供試体の荷重比

は 87～102%であり，概ね供試体 N と同程度の値となっ

ている。 

次に，最大荷重に着目すると，実験で「降伏棚あり」

となった供試体 C5，T10 の荷重比に関しては供試体 N

と同程度の値となっているが，実験で「降伏棚なし」と

なった供試体 C10，C15，T15 の荷重比に関しては供試体

N よりも大きく評価されている。 

（4） 鉄筋のひずみ分布 

図-10 には荷重 30kN 時点の鉄筋ひずみ分布を実験結

果と解析結果で比較して示している。ここで，解析結果

の鉄筋ひずみは最も引張縁側にある要素の最上段中央部

のガウス積分点のひずみとし，それを部材軸方向にプロ

ットし，直線で結んでいる。例えば，支間中央における

鉄筋ひずみは図-9 の緑丸で示すガウス積分点のひずみ

である。 

a）圧縮側劣化シリーズ（Cシリーズ） 

図-10 の上段に示す圧縮側劣化シリーズの実験結果に

着目すると，供試体 C5，C10 の鉄筋ひずみは供試体 N

とほぼ類似した分布であり，付着特性は低下していない

と考えられる。一方，供試体 C15 は供試体 N と比較して

スパン中央部から離れた支点近傍位置にまで大きなひず

みが生じており，これは鉄筋とコンクリート間の付着特

性が大きく低下していることに起因している。 

解析結果に着目すると，供試体 C5 の鉄筋ひずみは供

試体 N とほぼ類似した分布を示している。一方，供試体

C10，C15 は，供試体 N と比較して鉄筋ひずみが増加し

ており，凍害深さが深くなるに伴って，その差も大きく

なっていることが分かる。 

 次に，実験値と解析値を比較する。実験ではスパンの

左右でばらつきがあるため，ここでは左側のスパンに着

目する。供試体 N，C10 はスパン中央部付近では実験値

と解析値に差異が見られるものの，その他の位置では概

ね一致している。また，供試体 C5 に関しても，-200mm

位置で若干差異が見られるが，全体的な分布は概ね一致

していると言える。しかし，供試体 C15 に関しては全体

的に実験のひずみが解析よりも大きくなっており，実験

では，より付着特性が低下しているものと推察される。 

b）引張側劣化シリーズ（Tシリーズ） 

図-10 の下段に示す引張側劣化シリーズの実験結果に

着目すると，供試体 T10 の鉄筋ひずみは供試体 N と比較

して，右側スパンの 400，600mm 位置ではひずみ値が増

加しているものの，その程度はあまり大きくはない。ま

た，左側スパンでは供試体 N と類似した分布となってお

り，荷重 30kN 時点での付着特性の低下はさほど大きく

ないものと考えられる。一方，供試体 T15 では，供試体

N と比較して，スパン中央部から離れた支点近傍位置に

まで大きなひずみが生じており，付着特性が大きく低下

している。 

解析結果に着目すると，供試体 T10，T15 の鉄筋ひず

みは供試体 N と比較して大きくなっており，圧縮側劣化

シリーズと同様に凍害深さが深くなるほど，その差も大

きくなっていることが分かる。 

次に，実験値と解析値を比較する。供試体 T10 は右側

スパンの 400，600mm 位置で実験値が解析値よりも若干

大きくなっているが，その他の位置では実験値が完全付
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写真-3 最大荷重時の損傷状況（供試体 C10） 

    

図-9 降伏荷重時の鉄筋降伏状況の一例（供試体 C10） 

 

図-10 荷重 30 kN 時点の鉄筋ひずみ分布の比較 
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着を前提としている解析値と概ね同程度である。このこ

とからも，T10 の付着特性の低下はさほど大きくないも

のと考えられる。なお，供試体 T15 については，全体的

に実験のひずみが解析よりも大きくなっており，実験で

は，より付着特性が低下しているものと推察される。 

（5） 実験結果と解析結果の差異に関する考察 

写真-3に供試体 C10 の実験時の損傷状況を示す。供試

体 C10 では，載荷とともに凍害劣化を受けている圧縮領

域において，複数本のせん断ひび割れが発生し，さらに

変位を増加させると劣化域のせん断ひび割れの進展や幅

の拡大，本数の増加を伴いながら，このせん断ひび割れ

の領域を中心とした腹部コンクリートに圧壊が進み，緩

やかに荷重が低下した。一方，解析では，このような現

象は再現されなかった。このことから，供試体 C10 の実

験と解析で見られた剛性差は，せん断ひび割れが卓越す

ることによるせん断剛性の低下が要因の一つであると推

察される。すなわち，圧縮領域のせん断剛性が著しく低

下したため実験結果は解析結果と異なる挙動を呈し，降

伏に至るまでの剛性や破壊形式および最大荷重などに差

異が生じたものと考えられる。 

供試体 C15，T15 に関しては，(4)で述べた鉄筋ひずみ

の結果から付着特性が低下していることが明らかである。

供試体 T15 については，この付着特性の低下のため，実

験は解析と異なる挙動となり，降伏に至るまでの剛性や

破壊形式および最大荷重などに差異を生じたものと考え

られる。また，供試体 C15 については，前述のせん断剛

性の低下に加えて，付着特性の低下も付与されたことで，

供試体C10よりも降伏に至るまでの剛性や最大荷重など

がより顕著に低下し，実験結果と解析結果との差異が更

に大きくなったものと推察される。 

一方で，供試体 C5，T10 のように，圧縮領域のせん断

剛性の低下や引張領域の付着特性の低下が軽微な場合の

RC はりに対しては，非線形有限要素解析に当たり，コ

ンクリートの圧縮強度を低下させることで材料物性値の

空間的なばらつきを考慮する方法を適用することによっ

て，降伏に至るまでの剛性や破壊形式，最大荷重などを

比較的精度良く評価できる可能性があるものと考えられ

る。 

 

5. まとめ 

凍結融解作用により劣化した RC はり部材の構造性能

評価に対する，分散鉄筋・分散ひび割れモデルを用いた

非線形有限要素解析の適用性や適用限界を明らかにする

ことを目的として，汎用のプログラムを用いた解析を実

施し，実験結果と比較する形で種々の検討を行った。本

研究の範囲内で得られた知見を要約すると，以下のとお

りである。 

（1） 凍害劣化により圧縮領域のコンクリートが著しい

損傷を受け，せん断剛性が低下している RC はり部

材や，鉄筋とコンクリートの付着特性が低下して

いる RC はり部材については，実験結果を精度良く

現することは困難である。 

（2） 圧縮領域のせん断剛性の低下や引張領域の付着特

性の低下が軽微な RC はり部材に対しては，非線形

有限要素解析によって降伏に至るまでの剛性や破

壊形式，最大荷重などを比較的精度良く評価でき

る可能性がある。 

なお，上記の知見は，凍害による劣化程度が比較的大

きく，せん断補強筋を配置しない RC はりによる限られ

た検討によって得られたものである。また，実験結果と

解析結果を詳細に比較する上で必要不可欠となるコンク

リートひずみのデータがないなど，計測データも限られ

ている。したがって，これらの事項を踏まえて追加実験

を行うなどして，凍害による材料劣化を受けたコンクリ

ート部材の構造性能の定量的評価方法の確立に向けて，

更なる詳細な検討を継続して行っていく必要がある。 

なお，本検討は北海道土木技術会コンクリート研究委

員会に設置された「劣化したコンクリート構造物の構造

性能評価研究小委員会」における活動成果の一部である。 
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